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ヒューマンエラー抑制の観点からみた 

安全な道路・沿道環境のあり方に関する研究 
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１．はじめに 

 これまでの交通安全事業では、対策を実施した

にもかかわらず十分な対策効果が得られなかった

箇所も存在しており、従来の経験則による事故対

策手法では事故を減らすことが困難な箇所がクロ

ーズアップされてきた。 

 そこで本研究では、運転者のヒューマンエラー

（認知ミス、判断ミス、操作ミス）に着目し、①

事故要因をより適切に把握する手法の提案、②ヒ

ューマンエラーの発生を抑制する対策案の効果を

検証する手法の提案を目的として実施した。 

 

２．事故要因をより適切に把握する手法の提案 

 本手法は、対象箇所において被験者にアイマー

クレコーダ（装着者の注視点を記録する装置）を

装着させ、走行試験車両（走行中の車両速度等を

記録できる車両）を運転してもらう走行実験を実

施し、運転者の注視点などから運転者のヒューマ

ンエラーとその原因となる道路環境要因との関係

を把握するものである。 

 成果の一例を図-1に示す。右折２車線を有する

Ｔ字交差点で走行実験を行った際に抽出されたヒ

ューマンエラー（認知ミス）であり、右折中は併

走車を、横断歩道上通過中は流出車線遠方を注視

し、歩行者を注視していない様子が抽出された。 

 

３．対策の事前検証手法の提案 

 本手法は、ドライビングシミュレータ（DS）を

用いてＣＧ上で複数の対策パターンを再現し、取

得した挙動データ等の比較により最も効果的な対

策を把握するものである。 

 本研究では、DSの現況再現性を確認した上で、

出会い頭事故対策（交差点のカラー化）を対象に、

図-2に示すようなパターンの異なるカラー化をＣ 

 

 

Ｇ上で再現し、認知・判断・操作の各項目に関し

て被験者へのアンケートや車両の挙動データ等を

もとに各対策の有効性を検討した。 

 その結果、認知（対策に気づいたか）について

はパターンの種類にかかわらず被験者全員（8名）

が対策に気づいたと回答するなど、認知・判断・

操作の各項目に関して各対策の効果を把握した。 
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図-1 歩行者（黄色囲）を注視していない様子 
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図-2 交差点カラー化のパターン 

 

４．おわりに 

 事故要因をより適切に把握する手法は、従来の

経験的な方法では削減が困難な箇所等での活用を

図っていく。また、対策の事前検証手法について

は、実施する対策を検討する際に用いるなど、本

研究で得られた知見を活用していきたい。 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/gdg/index.htm 

（道路空間高度化研究室） 

http://www.nilim.go.jp/lab/jcg/index.htm 

（都市施設研究室） 
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１．はじめに 

 台風接近時や津波警報発令時に、正常性バイア

スなどのため、避難の必要性を認識しながらも避

難しない住民が多いのが現状である。防災意識の

持続に繋がる避難促進施策を検討するため、2006

年11月の千島列島沖地震の津波と2007年8月の台

風5号の高潮を対象に、避難の意思決定要因につい

て調査を行った。 

 

２．調査方法 

避難行動に関わる要因として避難情報、浸水に

対する不安、防災への関心、先行体験、ソーシャ

ルキャピタルなどを想定した仮説を立て、その要

因に関わる項目について質問紙調査等でデータを

得て、共分散構造分析により検証した。質問紙調

査では、避難困難者および自動車運転者の有無、

家屋形式、地震動や風雨の恐さ、浸水および危険

性の予想、警報・避難勧告の認知、避難の意思・

準備・行動、避難呼びかけ合いの有無、災害およ

び避難の経験、防災訓練への参加状況、ハザード

マップや浸水想定区域の認知、既往災害の認知、

永住希望、ソーシャルキャピタル（他人への信頼

感、近所つき合い、地縁活動、個人の活動）など

について回答を得た。また、回答者の位置情報を

地理情報システムに入力し、回答者住居の標高や

想定浸水深、水際（最も近い海岸線または河川）

や避難所からの距離などを測定した。 

 

３．調査結果 

一例として、千島列島沖地震を対象とした釧路

市の最終モデルを図-1に示す。図において、要因

間の相関を表すパス係数（矢印の添字）に着目す

ると、浸水に対する不安から避難意図、避難行動

へ至るパスが明瞭に現れているが、避難情報の認

知は浸水に対する不安や避難意図にほとんど関係

していない。このことから、津波警報や避難勧告

の認知と浸水危険性の認識との間に乖離が生じて

いることが窺われた。また、津波の被災・避難経

験が避難情報の認知、浸水に対する不安、避難意

図に関わっていることが明らかになった。さらに、

ソーシャルキャピタルに関わる要因は防災への関

心を高めることを通じて避難情報の認知や避難意

図を高めている可能性が示唆された。 

 

４．おわりに 

 得られた結果をふまえて避難に関するワークシ

ョップを試行し、避難促進施策の効果的な進め方

について検討を進めている。 

図-1 避難意思決定の最終モデル（釧路市） 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/fcg/index.htm

（海岸研究室） 
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